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行財政改革の取組の概要 

 平成８年度以降、全国で最も厳しい改革を実行してきました。 
 その結果、累計額で約５，０８０億円の歳出を削減、抑制し、約３，８３０億円の歳入確保を達成しました。 

これまでの行財政改革の主な取組実績 
・平成8年1月  「大阪府行政改革大綱」策定 ・平成10年9月 「財政再建プログラム（案）」策定 
・平成9年3月  「大阪府行政改革推進計画」策定（平成12年3月まで毎年策定） ・平成13年9月 「大阪府行財政計画（案）」策定 

 
（１）歳出削減の実績  

区分 平成８～１０年度 平成１１～１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度（当初） 

人員削減 ２,９２６人  

      約２９2億円 

人員削減３，７９９人 

       約３８０億円 

（注）教職員定数改善計画に基づく増員は含まない  

人員削減  ５１０人  

         約５１億円 

（注） 同 左   

人員削減  ６２４人  

         約６２億円 

（注） 同 左   

人員削減 約４００人  

         約４０億円 

（注） 同 左   

 

同左             ３億円 
（同左） 

昇給停止       （４８０億円）
（4年間の効果累計額） 

期末手当カット   20億円 

 

超過勤務手当の縮減、通勤手当の
支給方法の変更    ２０億円 

 

同左          ３億円 
（同左） 

同左         （４８０億円） 
 

同左 

期末手当カット  １０５億円 

同左 

退職手当見直し      ２７億円 

(15年度退職予定者適用分) 

 

同左           ３億円 
（同左） 

同左          （４８０億円）
 

同左 

同左 

同左 

同左        ４５億円 

（16年度退職予定者適用分） 

   

人
件
費
の
抑
制 

 
管理職手当等カット     ６億円 
（9年度・10年度各３億円） 

特殊勤務手当見直し     ７億円 
（平年度ベース） 

ベースアップ凍結   １５０億円
（9年度・10年度） 

 

 

管理職手当等カット    ９億円 
（11～13年度各３億円） 

昇給停止   （４００億円） 
（３年間の効果累計額） 
 

期末手当カット  ２４５億円 

14年度改定〔1～３月分〕（４０億円） 15年度改定〔12～３月分〕（４５億円）

14年度改定の効果額〔通年分〕 

          1７5億円 

 

15年度改定の効果額〔通年分〕 

         １０５億円 

事業の 

見直し   

事務事業見直し     １７１億円 

シーリング     ７５２億円 

主要プロジェクト凍結  

事務事業見直し  ５９２億円 

シーリング  ６３８億円 

公の施設改革     ２億円 

主要プロジェクト凍結 

施策評価      20６億円 
（うち出資法人の改革  ９億円）
出資法人の改革〔一部再掲〕1１億円

建設事業の重点化    240億円

公の施設改革      ３億円

経費節減        9億円

主要プロジェクトの見直し 

施策評価      １５１億円 
 
出資法人の改革    ２億円 

同左 

公の施設改革     ２億円 

経費節減       ６億円 
同左 

施策評価         ６０億円 
 
出資法人の改革   １０億円 

同左 

公の施設改革     ３億円 

 
同左 

歳 

出 

抑 

制 

計 (a) 約１,３７8億円 (b)約２,２６６億円 (c) 約１,０７４億円 (d) 約１,０５８億円 (e) 約７４６億円

給料表の改定 （プラス較差に対するマイナス改定） 
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（２）歳入確保の実績 

区分 平成８～１０年度 平成１１～１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度（当初） 

税 収 

確 保 

課税・納税の取組 １６５億円 

（９年度・10年度） 

法人事業税・法人府民税法人税割 

   超過課税の延長 (H8.11～H11.10) 

３年間で ８８６億円 

同左    ３２５億円 

（注）財政再建ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ(案)に基づく取組分 

同左((H11.11～H14.10) 

      ７２３億円 

（注）法人府民税均等割超過課税を含む 

((H13..4～.）

同左        41億円 

（注） 行財政計画（案）に基づく取組分 

同左（(H14.11～H17.10） 

                ２５２億円 

（注） 同 左 

同左       40億円 

（注） 同 左 

同左 

               ２６７億円 

（注） 同 左 

同左       ３０億円 

（注） 同 左 

同左 

               ２６９億円 

（注） 同 左 ((H16..4～H19.3.） 

財 産 

処分等 

府有財産売り払い促進 １５９億円 同左    ２７７億円 同左       １０５億円 

長期貸付金の前倒し償還 ９億円 

同左        ９７億円 同左       １４０億円 

受益者   

負 担 

使用料手数料見直し  １３億円 

（平年度ベース ２５億円） 

同左     ２３億円 

（平年度ベース ５０億円） 

同左              ５億円 

（平年度ベース ２４億円）〔一部再掲〕 
同左           ２億円 

（平年度ベース  ３億円）〔一部再掲〕 

同左         ０．２億円 

（平年度ベース 0.2億円）〔一部再掲〕 

歳 

入 

確 

保 

計 (f) 約１,２２３億円 (g) 約１,３４８億円 (h) 約4１２億円 (i) 約４０６億円 (j) 約４３９億円

 

 

 

 

 平成８年度～平成1６年度合計  

歳出抑制 (a)＋(b)＋(c)＋(d)＋(e) = 約５，０８０億円      (※１) 人件費の抑制 …  ２，２３０億円 
                                                                   (※２) 事業の見直し… ２，８５０億円 
（注１） 昇給停止の効果額は平成１４年度分（累計額）のみ算入。 
（注２） 給料表の改定による効果額は平成１４年度、１５年度改定の通年分のみ算入。 
（注３） 人員削減は、一人あたり１，０００万円とみなす。 
歳入確保 (f)＋(g)＋(h)＋(i)＋(j) =約３，８３０億円 
※ なお、平成１５年度及び平成１６年度の数字は一部予算上（最終・当初）での取組を見込んでおり、今後、決算において変動することがある。 
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行財政改革の取組 

 １ 組織の活性化・簡素効率化 

府政の課題に効率的・効果的に対応するため、行政運営体制や人事・給与制度の改革をすすめてきました。 

（１）組織の再編・スリム化 

簡素で効率的な行政運営を図るため、部局再編や出先機関等の統合を行ってきました。 

【組織数の変遷】 
年度 部等 室課 出先機関 附属機関 主な取組内容 

８ １１ ９８ １７５ ８０ ○商工部の再編、○企業局の再編 ほか 

９ １１ ９７ １７４ ７７ ○農林水産部の再編 ほか 

１０ １１ ８７ １７４ ７８ ○環境局と農林水産部の統合、○土木部と建築部の機能再編 

１１ １１ ８７ １６８ ８０ ○介護保険法施行に伴う体制整備、○水道部再編 

１２ ９
室  ２８ 

課 １０７ 
１１０ ７８

○福祉部と保健衛生部の統合、○病院事業部門の独立化、○商工部と労働部の統合、 

○府税事務所、保健所の統合、○大括り室の設置、○係制を廃止し、グループ制・課長補佐制を導入 

１３ ９
室  ２８ 

課 １１２ 
１０９ ７９ ○土木部の再編ほか 

１４ ９
室  ２９ 

課 １１３ 
１０３ ７９

○環境農林水産部の再編 ○労働事務所、教育事務所、公園事務所の再編  

○政策統括機能の強化（政策室の設置） ○大学改革課、病院改革課、高校改革課の設置 ほか 

１５ ９
室  ２９ 

課 １１３ 
１００ ８０

○高槻保健所の廃止（高槻市へ移管） ○高等職業技術専門校、公園事務所の再編 

○彩都バイオ推進課の設置 ○子どもライフサポートセンターの設置 ほか 

（注）１ 数値は各年度当初の組織変更後時点。組織数は知事部局のみ。「部等」には、出納室を除く。 

２ 平成12年度は、大括り室（横断的な課題への的確な対応を可能とするため、課を超えた総合的な対応が求められる一定の部門において、課

を括って設置される組織）制度を導入し、あわせて、業務内容に着目した課体制を整備したことから、課数は増加している。 
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（２）職員数の削減 

平成８年度から、行政、教育各部門あわせて、８年間で約６，８００人を削減しました。今後さらに、事務事業の見直し、

組織・機構の簡素効率化、事務処理方法の改善などの取組みをすすめ、より一層の人員削減に努めてまいります。 

 

【職員数の推移と内訳】                           【住民１０万人あたりの職員数の比較】 

一般行政関係では、全国平均をはるかに上回る効率的な行政運営が行われています。 

 一般行政部門 教育部門 計 府 県 名 一般行政関係 教育関係 警察関係（人） 

大 阪 府 １２１ ６０２ ２４３ 
平成７年度 １６，９５３人 ５９，５０６人

全国平均 ２２７ ７５７ ２０６ 

神奈川県 １０５ ５６０ １７８ 
平成15年度 １４，９５５人 ５４，７１０人

 

埼 玉 県 １１７ ６１３ １４７ 

千 葉 県 １４３ ６７２ １８５ 

愛 知 県 １４９ ６４５ １８１ 8年間の削減数 ▲１，９９８人 ▲４，７９６人 ▲６，７９４人

兵 庫 県 １６２ ６９８ ２０９ 

（注）総務省統計局の推計人口及び総務省給与実態調査（平成１４年度）より算定 

【職員数の推移】 

教 育 部 門

59,506
58,670
58,020
57,144

56,072

55,052
54,610 54,639 54,710

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

人 一般行政部門

16,953 16,874

16,625

16,389

16,110

15,878

15,536
15,322

14,955

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

人
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（３）給与水準の抑制及び組織の活性化・モラールアップ 

将来にわたって人件費を抑制する効果が最も高い昇給停止を、警察・教員を含む全職員を対象に行い、また、府人事委員会

のプラス勧告に対しマイナス改定を実施しており、都道府県の中では最低レベルの給与水準となっています。 

また、人事制度等の改革に取り組むとともに、限りある人材を有効に活用できるよう組織・人事の活性化に努めてきました。 

 

  

 

  

           

105.2

104.3

99.5

102.2

99.6

101.6

101.9

103.3
103.1

101.7

99

100

101

102

103

104

105

106

10 11 12 13 14 15 (年度）

大阪府

全都道府県

         

2年間昇給ストップ  （将来効果あり） 
 

４年間定数内特別昇給ストップ（将来効果あり） 

人事・給与管理の主な取組 勤務意欲の向上、能力開発等の主な取組 

○45歳からの早期勧奨退職制度の導入（Ｈ10）

※適用実績 10年度1,022名 

11年度1,340名 

12年度1,982名 

13年度1,040名 

1４年度1,694名 

○特殊勤務手当の見直し（Ｈ10） 

○管内旅費の日当廃止（Ｈ11） 

○昇給停止年齢の引き下げ（H13） 

○通勤手当の支給方法の変更（H14） 

○時間外勤務の縮減（H１４） 

○退職手当制度の見直し（H15） 

ほか 

○民間実務研修を開始（Ｈ10） 

○長期自主研修支援制度の導入（Ｈ11） 

○庁内公募制度の拡充（Ｈ10） 

○勤労意欲に関する職員意識調査の実施（Ｈ11） 

○特許等発明者への補償金上限額の緩和（H11） 

○短期自主研修制度の導入（H13） 

○政策提言サポートシステムの導入（H13） 

○女性の登用等に関する意識調査の実施（H13） 

○チャレンジJOBシステムの導入（Ｈ14） 

○Ｅ－ボードシステム～やる気掲示板～（Ｈ14） 

○優秀職員表彰の創設（H14） 

○任期付研究員制度の導入（H１４） 

○任期付職員制度の導入（H15） 

ほか 
○ 新たな人事制度の構築（Ｈ12～） 

 職員の能力や実績を的確に評価できる新しい人事評価制度を導入し、平成 15年度から評価
結果を反映した内容で特別昇給を実施 

 

国を 100 とした場合の府の給与水準

（ラスパイレス指数）の推移 
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２ 出資法人の改革 

 府に関わりの深いすべての指定出資法人について、これまでも法人統廃合と役員・職員の削減、全国に先駆け

ての法人役員の退職手当全廃などをすすめてきました。これにとどまることなく法人改革をさらにすすめます。 

 

（１）法人数の削減 

法人の存立意義や目的、法人に委託することの効率性などを踏まえて総点検し、役割を終えた法人については

廃止し、統合により府民サービスの向上や効率化が見込まれる法人については統合をすすめています。  

                          

              指定出資法人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９年度 １０年度
11年度

12年度
13年度

14年度
15年度

93 92

89

86

79

70

66

60

65

70

75

80

85

90

95

（注）各年度末時点の法人数（ただし、１５年度は７月１日現在） 

法 人 の 見 直 し 

○ 平成 13 年度末までに概ね２割程度削減 

         （対平成 10 年度比） 

○ 今後 10 年間で概ね半減 

         （対平成 13 年度比） 
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（２）経営改善の取組等 

法人の運営については、徹底した市場原理を導入し、経営の抜本改善及び法人の自立的運営をすすめていま

す。  

 

これまでの自立的運営への取組等 

○運営上の課題を有する法人について個別の対応方針を策定(Ｈ８～) 

○運営評価指標の策定・経営状況の点検評価(Ｈ10～) 

○外部専門機関等の活用 

○利用料金制度の順次導入（Ｈ１１～） 

○役職員数の見直し（※表１）・組織機構の見直し 

○人材育成の推進 

○民間への経営委託・経営の民営化、民間人材の活用 

○情報公開の推進 

○経営目標の策定・公表（H14～） 

○グループファイナンスの実施（H14～）         ほか 

（※表１） 

○ 役職員数の見直し 

 ※ 平成１３年度末までに概ね２割削減（対 H10 年度比） 

   今後 10 年間で概ね２割削減（対 13 年度当初（4907 名）比） 

○代表者に対する役員報酬加算措置の廃止（Ｈ10）  

○役員の退職手当の段階的廃止（Ｈ10～） 

○役員の在職期間の限度等の見直し（Ｈ11） 

 

5,449

177

5,106

157

4,915

143

4,736

138

4,098

131

3,745

122

3,500

3,750

4,000

4,250

4,500

4,750

5,000

5,250

5,500

5,750

（人）

H10.7 H11.7 H12.7 H13.7 H14.7 H15.7
（年度）

常勤役員数
常勤職員数

指定出資法人の常勤役職員数の推移 

（各 7月 1日現在） 
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３ 市町村との新たなパートナーシップの構築 

分権時代において、対等・協力を基本とする府と市町村の新たな関係の確立をめざした取組をすすめてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村の行政体制整備への支援の主な取組 

○「市町村振興補助金」の再編（Ｈ11） 

地方分権の推進や行政改革・広域行政など、市町村の自律性を高める取組を支援する制度に再編 

○特例市指定に係る知事同意 

・ 豊中市、茨木市、吹田市、枚方市、八尾市、寝屋川市（Ｈ12） 

・ 岸和田市（H１３） 

○中核市指定に係る知事同意 

・ 高槻市（H１４） 

 

 
 

市町村への権限移譲の主な取組 

 

○「大阪版地方分権推進制度」の創設（Ｈ９） 

（事務移譲の実績） 

・ 福 祉 分 野を中心に１４事務を移譲（Ｈ10） 

・ まちづくり分野を中心に１６事務を移譲（Ｈ11） 

・ まちづくり分野を中心に ８事務を移譲（Ｈ12） 

・ まちづくり分野を中心に２６事務を移譲（H13） 

・ まちづくり分野を中心に１１事務を移譲（H14） 

・ まちづくり分野を中心に１６事務を移譲（Ｈ15） 
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自主的･主体的な市町村合併の推進の取組 

○ 「市町村合併推進要綱」の策定（Ｈ12） 

・ 市町村や住民が合併問題について検討する際の参考や目安として策定 

・ 30通りの合併パターンを提示 

○ 大阪府市町村合併支援本部の設置（H13） 

・ 府内における自主的･主体的な市町村合併の円滑な推進を総合的に支援 

・ 知事を本部長とする庁内横断的な連携組織 

○ 合併重点支援地域の指定（H14～１５） 

・ 富田林市・太子町・河南町・千早赤阪村の地域（H14.7に合併協議会設置される） 

・ 守口市・門真市の地域（Ｈ15.3に合併協議会設置される） 

・ 堺市・美原町の地域（Ｈ15.4に合併協議会設置される） 

・ 岸和田市・忠岡町の地域（Ｈ15.7に合併協議会設置される） 

・ 泉佐野市・泉南市・阪南市・田尻町・岬町の地域（Ｈ15.11に合併協議会設置される） 

○ 大阪府市町村合併支援プランの策定（H14） 

・ 合併重点支援地域及び平成17年3月までに合併した市町村が対象 

・ 府事業の重点的な実施、重点支援地域ごとの地域部会の設置等による支援 

・ 地域版支援計画の策定 

・ 公債費負担の格差是正のための措置 

○ 合併に関する気運の醸成 

・ 啓発パンフレットの作成･配布（H12～１4） 

・ 府内5箇所で地域シンポジウムを開催（H13） 

・ 府内13箇所に市町村合併情報コーナーを設置（H13） 

・ ケーススタディ調査の実施（H13） 

・ 市町村職員や議員研修会などへの講師派遣（H12～１5） 

○ 市町村合併推進事業補助金制度の創設（H13） 

・ 複数の市町村や複数の市町村域にわたる公共的団体等が行う合併に関する調査研究･普及啓発事業に対して、必要経費

の1/２以内を補助 

・ 合併協議会の運営経費にまで対象拡大（H14） 

 

これからの大都市自治システムの研究の取組 

○大阪都市圏の抱える諸問題を解決し、その発展を図るため、大阪市と「新しい大都市自治システム研究会」を設置（H１３） 
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４ e － ふちょう（電子府庁）の推進 

本府では平成１２年９月「大阪ＩＴ宣言」を行い、電子府庁の実現に向け着手することとしました。平成１３年３

月には「電子府庁（ｅ－ふちょう）アクション・プラン」を策定して具体的な行動目標を明らかにし、府民サービス

の向上や業務改革の推進、庁内情報基盤の整備などの取組みをすすめてきました。今年度アクション・プランの最終

年を迎えることから「大阪府ＩＴ推進懇話会」を設置し、その提言に基づいて次期プランづくりをすすめています。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ れまでの主な取組内容 

○「電子府庁（ｅ－ふちょう）アクション・プラン」を策定（Ｈ12） 

○共通事務システムを導入（H13） 

○本庁一人一台パソコン体制を整備（H13） 

○電子申請システムの導入（Ｈ13） 

○府と全市町村で「大阪電子自治体推進協議会」を設立（H１4） 

○総務サービスセンター開設に向け基幹業務システムの開発に着手（H14） 

○「大阪府建設ＣＡＬＳ／ＥＣプロジェクト推進会議」を設立（Ｈ14） 

○行政文書管理システム本庁稼動（Ｈ15） 

○電子入札システムの導入（Ｈ15） 

○大阪府ＩＴ推進懇話会提言（Ｈ15） 

                                          ほか      
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５ 開かれた府政と規制緩和等の推進 

行政の透明性を向上させ、府政への理解と信頼を深めるため、総合的な情報公開の推進に努めてきたほか、平成 11

年度から外部監査制度を、平成１３年度からバブリックコメント制度をそれぞれ導入しました。 

あわせて、法令や条例等の規制の緩和をすすめ府民が自由に活動できる範囲を拡大するとともに、府民の負担軽減

のための行政手続の簡素化等（申請等手続や提出書類の簡素化など）を行ってきました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ れまでの主な取組内容 

○外部監査制度の導入（Ｈ１１） 

○インターネットで各種申請書類の提供開始（Ｈ11） 

○府刊行物の販売制度を実施（Ｈ11） 

○新しい大阪府情報公開条例を施行（Ｈ12） 
 ・行政文書公開制度の充実 
 ・総合的な情報公開の推進         

○出資法人における情報公開の実施（H１２） 

○警察（公安委員会､警察本部長）における情報公開制度実施（H１３） 

○パブリックコメント手続の導入（H１３） 

○インターネットによる情報公開請求の受付開始（Ｈ１３） 

○情報公開システムの運用開始（Ｈ１５） 

○構造改革特区のインパクトを活かしたまちづくり開始（H15） 

○私立幼稚園定員についての府独自の規制を廃止（H15） 

ほか 
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◆パブリックコメント手続の実施状況（平成16年1月末現在） 

 

 

 

 

 

 

◆規制緩和の実施状況（平成16年1月末現在） 

 

 

 

区   分 平成13年度 平成14年度 平成15年度 合 計 

計画等の案 １９ ２５   ７ ５１ 

条 例 案  ６   ９   ４ １９ 

合   計 ２５ ３４ １１ ７０ 

区    分 ８～１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 合  計 

規制の廃止･緩和    ７７     ２     ９     ８    ９６ 

許可等の期間の延長     ６      １      ７ 

提出書類の簡素化   ５１１      ４     ４   ５１９ 

申請等手続の簡素化   ５１５    １２２    ７２   ７０９ 

合 計 １，１０９     ２   １３６    ８４ １，３３１ 

※「提出書類の簡素化」及び「申請等手続の簡素化」については、IT（情報技術）による取組を含む 
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６ 総合的な行政評価システムの確立 

大阪府においては、社会経済情勢の変化に的確に対応するとともに、府政の透明性を確保するため、平成１１年度から「行政評

価システム」を実施しています。平成１３年度からは、施策評価を実施し、建設事業評価、主要プロジェクト評価などとあわせ、

総合的な行政評価を構築し、全庁的な取り組みをすすめています。 

平成１５年度における評価結果の概要は次のとおりです。 
 

（１） 施策評価 

 ア  評価対象 

            

   

     

 イ 評価結果 

 ◆事務事業の優先順位付け 

   平成13年度から15年度までの3ヵ年を見通して、それぞれの施策を構成する事務事業ごとに、社会的ニーズ（緊急性）や府の関与の必要性など施策

目的に対する寄与度という観点から3段階（AAA、AA、A）で優先順位付けを行い、事務事業の今後の方向付け（「拡大」「継続」「見直し」「休止・廃止」）

を行っています。 

本年度は、これらの優先順位付けや事務事業の今後の方向性について再点検を行い次のとおり確定しました。 

 

優先順位 基本的な方向 事業数 「今後の方向性」の状況 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 ３７８件 

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業 １，１４３件 

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」する事務事業 ３２９件 

うち「拡大」      ７件 
「見直し」     １６８件 
「休止・廃止」   １８０件 

 
 
 

  ○事務事業の「見直し」、「休止・廃止」による削減効果額       約６０億円（一般財源 約３８億円）  

◆施策数                             

 平成１５年度の施策評価の対象となった施策数は２７７施策 
◆事務事業数 
  これらの施策に含まれる事務事業数は再掲分を除くと１，８５０事業 
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（２） 建設事業評価  

ア 評価対象 

◆ 事前評価  

平成１６年度に新たに着手予定の主な建設事業 

・ このうち、総事業費１０億円以上の事業については、建設事業評価委員会による外部評価を実施。 

・ 国庫補助事業については、国の平成１６年度予算に応じて、今後実施箇所を確定。 

◆ 再評価 

事業採択後、５年未着工または１０年以上継続中の事業等（全て外部評価） 

◆ 再々評価 

再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業（全て外部評価） 

◆ 事後評価 

事業完了後概ね５年程度経過した事業のうちから総事業費１０億円以上の中から代表的事業を抽出（外部評価） 

 

イ １５年度評価結果（外部評価案件については、審議中の案件以外は既に結果を公表済み） 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 安威川ダム事業、交流型集落道（堺南部地区）等については、本資料公表時点（2月下旬）において審議中 

 

（３） 主要プロジェクト評価 

ア 評価対象 

    府が実施または関与する主要な面的開発プロジェクト及び鉄軌道整備  １４事業 

 イ 評価結果 

    主要プロジェクトごとの具体的な対応方針を決定。 

 

◆ 事前評価 ４８件（うち外部評価１４件※）   「事業実施」４７件、「条件付事業実施」１件 
◆ 再評価   ９件（外部評価）        「事業継続」 ９件 
◆ 再々評価 ３２件（外部評価）         「事業継続」３２件 
 
※ 外部評価のうち３件（河川事業）については、河川整備計画策定手続きを活用。 
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（４） 公の施設評価 

ア 評価対象 

  ◆対象施設数   ２８施設 

   （府が設置した宿泊・研修施設、貸館施設、スポーツ施設、図書館施設、博物館等）  

 

イ 評価結果 

◆平成13年度に施設毎の成果・活動指標、運営にかかる収支や改善目標の実績などを分析するとともに、府民ニーズの変化、市町村・民間との役割分担、

民間活力の導入、ＮＰＯなど府民との協働、費用対効果の視点から評価を行い、それぞれの施設のあり方や当面３ヵ年の施設毎の費用節減・利用拡大な

どの達成すべき数値目標を定めた「公の施設改革プログラム（案）」を策定。 

 

◆「公の施設改革プログラム（案）」において、各施設ごとに定めた数値目標の実施状況を点検 

            

○１６年度当初予算における削減効果額 （13年度当初予算比） 約８億円（一部重複） 

 

ウ 施設の見直し 

  ◆各施設の評価結果を踏まえ、府立施設としての必要性や諸機能を精査し、抜本的に施設のあり方を見直し 

    緑化センター廃止（13年度末） 
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７ アウトソーシング等の推進・民間活力の導入 

（1）外部委託等の推進 

平成１２年度の行政改革推進計画において「外部委託等に係る指針」を示し、より幅広く業務の外部委託等の推進に努めてきました。 

 

こ れ までの主な取組 

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 

○ 職員福利厚生事業（総務部） 

○ 給与システム維持管理業務（総務部） 

○ 循環器検診業務（病院事業） 

○ 守衛業務（病院事業） 

○運転業務（環境農林水産部）    

ほか

○ 職員健康診断業務（総務部） 

○ 消費者相談業務（生活文化部） 

○ 各種データ処理等業務（病院事業） 

○ 機器等保守管理業務（環境農林水産部） 

○調査分析業務（環境農林水産部） 

 ほか

○庁舎管理業務（総務部） 

○病棟婦業務（病院事業） 

○検体検査業務（病院事業） 

○一般物質分析関係業務（環境農林水産部）

○中央図書館オーディオ・ビジュアル室関係

業務（教育委員会） 

                 ほか

 
（２）ＰＦＩ等による民間活力を活かしたまちづくり 

民間の技術・資金等の経営資源や創意工夫を活かし、ＰＦＩ事業等、民間活力を活かした新たなまちづくりを積極的に推進してきました。 

 

◆ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

※公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法 

・「大阪府ＰＦＩ検討指針」の策定（H14.2） 

・[ESAKA－フラッツ]江坂駅南立体駐車場（大阪府初のPFI事業）のオープン（H14.11） 

・府有建築物のＰＦＩ事業について技術的業務を建築都市部に一元化（Ｈ１５．４～） 

・大阪府営東大阪島之内住宅民活プロジェクト実施方針の策定（Ｈ１６．２） 

・府警寝屋川待機宿舎の実施方針等策定（Ｈ１６．３） 
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◆民間資金活用型ＥＳＣＯ（Energy Service Company） 

※府有建築物の設備等について、民間の資金・ノウハウを有効活用して省エネルギー化改修し、省エネルギー 

化による光熱水費の削減分で改修工事にかかる経費等を償還し、残余を本府とＥＳＣＯ事業者の利益とする事業。 

・府立母子保健総合医療センターにおいて全国自治体初のESCO事業開始（H13.9契約締結） 

・府民センタービル（三島・泉南・南河内・北河内）ESCO事業（H14.9契約締結） 

・｢大阪府ＥＳＣＯ推進マスタープラン｣の策定（H14.9） 

・「大阪府ESCOアクションプラン策定調査」の実施（Ｈ15.8契約締結） 

・府立急性期・総合医療センターESCO事業（Ｈ15.9契約締結） 

・府立障害者交流促進センターESCO事業（Ｈ15.10契約締結） 

・池田・府市合同庁舎ESCO事業（Ｈ15.10契約締結） 

・府教育センターESCO事業（Ｈ15.11契約締結） 
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８ ＮＰＯ／府民との連携・協働関係の構築 

ボランティア・ＮＰＯ活動の活性化を積極的に図り、行政とボランティア・ＮＰＯとの連携・協働関係の構築に取り組むことで、複雑・多様

化する府民ニーズに的確に応え、柔軟な公共的サービスを提供するとともに、府民が積極的に参加する２１世紀の府政の実現を目指します。 

 

こ れ ま で の 主 な 取 組 

 

○｢大阪府ＮＰＯ活動活性化指針｣（Ｈ１２．４）に基づき、ＮＰＯ活性化に向けて総合的な施策展開を推進 

○アウトソーシングの推進に向け、府政の各種課題をテーマに公募事業を実施（H12～） 

○ＮＰＯに専門能力を持つ人材を派遣し、運営力強化を図るＮＰＯ運営マネジメント事業を実施（H12～） 

○ボランティア・NPOとの協働事業推進に向けた職員研修を実施（H12～） 

○ＮＰＯとの協働事業推進に向けて、「ＮＰＯとの協働を進めるためのガイドライン」を策定（H13．９） 

○特定非営利活動法人の認証（H15年1２月末日現在 認証数 1,182団体） 

○大阪ＮＰＯプラザの整備（H13） 

○アドプト・プログラム〔府民や地域・企業と協働で道路や河川の清掃・緑化活動〕の実施 

アドプト・リバー・プログラムで大活躍の 

ウッチーくん（左）とタッチーちゃん（右）

 

◆アドプト・ロード・プログラム（H12試行実施・H1３～本格実施） 

 ３１１箇所で実施中（H1６.1末現在） 

 

◆アドプト・リバー・プログラム（H1３試行実施・H1４～本格実施） 

 33箇所で実施中（H16.1末現在） 
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９ 自主財源の確保 

今後とも厳しい財政状況が続くと見込まれる一方で、地方分権の推進に伴い、地方公共団体が地域における行政を自主的かつ総合的に実施していくために

は、工夫を凝らして、自主財源の充実確保を図っていく必要があります。 

 こうした中、大阪府では、府税収入の確保に向けた様々な取組を進めるとともに、低未利用等の府有財産の売り払い促進や受益者負担の適正化にも努めて

きました。 

 

（１）府税収入の確保に向けた取組 

ア 課税部門・納税部門における取組 

 不動産取得税の中間省略登記の調査等課税捕捉調査の強化や納税部門における高額滞納事案の集中処理などの取組により、税収確保に積極的

に努めています。 

課税調査・滞納整理の推進による府税収入の確保 

平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 
平成15年度 
(見込) 

１４５億円 １６０億円 ２０１億円 １９６億円 ２２８億円 ４１億円 ４０億円 

      （注）平成14年度からは大阪府行財政計画（案）で、さらなる取組による効果額のみを記載しており、平成14年度は決算ベース、平成15年度は最終予算ベース 
 

イ 超過課税の延長等 

 大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に対処するため、中小法人の税負担に配慮しつつ、法人府民税、法人事業税について超過課税を行って

います。（現行の超過課税は、平成1４年11月から平成1７年10月までの３年間実施） 

なお、銀行業を行う法人に対しては、平成12年６月に法人事業税の外形標準課税を導入しました（現行の適用期間は、平成15年４月から平

成16年３月まで）。 
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法人府民税・法人事業税の超過課税による増収 

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度  
平成15年度  
(見込) 

３２９億円 ３０７億円 ２５０億円 ２２８億円 ２４４億円 ２５１億円 ２５２億円 ２６７億円 

      （注）平成15年度は最終予算ベース 

 

            

ウ 地方税制に関する検討 

 平成１２年４月に設置した「地方税制検討プロジェクトチーム」で、今、本府が取り組んでいくべき税制の方向性について、幅広い角度から検

討を行い、平成１２年９月にその検討結果を「税制改革素案」としてとりまとめました。 

 この検討結果を踏まえ、大阪の再生に向けた緊急重要課題に対処するため、法人府民税均等割の超過課税や創業・産業集積促進税制を平成１３

年４月から導入しています。 

 

（２）府有財産の売り払いの促進 

 府有財産の効果的かつ効率的な活用を図る観点から、全庁的な検討体制のもと、低未利用財産及び用途廃止予定財産の他の用途への転用を推進

するとともに、利用する計画のない土地については、積極的に公用廃止・売却をすすめています。 

 
府有財産（土地）の売り払いによる歳入の確保 

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 
平成15年度
(見込) 

４７億円 ４６億円 ６６億円 １２０億円 ８１億円 ７６億円 １０５億円 ９７億円 

（注）平成15年度は最終予算ベース 
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（３）使用料・手数料の見直し 

 本府ではこれまで、法令等の改正に伴って適宜改定を行うとともに、４年に一度、物価上昇率等を勘案して、全面的な見直しを行ってきまし

た。また、適正な受益者負担を求める観点から、財政健全化方策（案）や財政再建プログラム（案）、行財政計画（案）に基づき、個別に点検、

見直しを行ってきています。 

   

 使用料・手数料の見直し状況 

年度 件数 当年度増収額 平年度ベース増収額 備考 

８ 59 8億4,500万円 16億2,900万円 一斉見直し 

９ 54 1億7,100万円 3億1,500万円 消費税率引上げに伴うものを含む 

１０  6 2億9,100万円 6億2,200万円  

１１  7 1億 500万円 1億6,900万円  

１２ 70 
20億9,400万円

(13億6,900万円)

46億3,100万円

(38億7,000万円)
一斉見直し 

１３ 24 1億3,100万円 2億1,400万円  

１４ 20 4億6,100万円 24億1,600万円  

１５ 14 2億4,000万円 2億9,400万円  

   （注）特別会計、企業会計を含まない。12年度の(   )内は、府立高等学校授業料に係るもので内数である。 


